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議案第１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 令和６年度狭山市一般会計補正予算（第７号）について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、そ

の承認を求める。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

      狭山市長 小谷野  剛 
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別紙 

専  決  処  分  書 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定により、専決処分する。 

 

令和６年度狭山市一般会計補正予算（第７号） 

 

補正予算別冊のとおり 

 

 

令和６年１２月２６日 

 

狭山市長 小谷野  剛 
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議案第２号 

 

   狭山市教育委員会教育長の任命について 

 

 下記の者を狭山市教育委員会教育長に任命したいので、議会の同意を求める。 

 

記 

 

住  所    （略） 

氏  名  滝 嶋 正 司 

生年月日    （略） 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 狭山市教育委員会教育長滝嶋正司氏は、令和７年３月３１日をもって任期満了とな

るが、同氏を再任することについて議会の同意を得たいので、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第４条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第３号 

 

   狭山市監査委員の選任について 

 

 下記の者を狭山市監査委員に選任したいので、議会の同意を求める。 

 

記 

 

住  所    （略） 

氏  名  山 下 真茂留 

生年月日    （略） 

 

 

令和７年２月２１日提出 

 

狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 識見を有する者のうちから選任された監査委員山下真茂留氏は、令和７年５月１８

日をもって任期満了となるが、同氏を再任することについて議会の同意を得たいので、

地方自治法第１９６条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第４号 

 

   狭山市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 下記の者を狭山市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、議会の同意を求

める。 

 

記 

 

住  所    （略） 

氏  名  室 岡 和 俊 

生年月日    （略） 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 狭山市固定資産評価審査委員会委員室岡和俊氏は、令和７年３月３１日をもって任

期満了となるが、同氏を再任することについて議会の同意を得たいので、地方税法第

４２３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第５号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 下記の者を人権擁護委員候補者に推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

記 

 

住  所    （略） 

氏  名  磯 部 靜 夫 

生年月日    （略） 

 

 

令和７年２月２１日提出 

 

狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 人権擁護委員磯部靜夫氏は、令和７年６月３０日をもって任期満了となるが、同氏

を再推薦することについて議会の意見を求めたいので、人権擁護委員法第６条第３項

の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第６号 

 

   狭山市公の施設の使用料の適正化に係る関係条例の整備に関する条例 

 （狭山市市民会館条例の一部改正） 

第１条 狭山市市民会館条例（昭和５４年条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表大ホールの項中「１７，０００」を「１８，０００」に、「３０，０００」

を 「 ３ １ ， ０ ０ ０ 」 に 、 「 ４ ０ ， ０ ０ ０ 」 を 「 ４ １ ， ０ ０ ０ 」 に 、       

「８５，０００」を「８８，０００」に、「２２，０００」を「２３，０００」に、

「 ５ ２ ， ０ ０ ０ 」 を 「 ５ ３ ， ０ ０ ０ 」 に 、 「 １ １ ０ ， ０ ０ ０ 」 を        

「 １ １ ３ ， ０ ０ ０ 」 に 改 め 、 同 表 中 ホ ー ル の 項 中 「 １ １ ， ０ ０ ０ 」 を      

「１２，０００」に、「２１，０００」を「２２，０００」に、「２８，０００」

を 「 ２ ９ ， ０ ０ ０ 」 に 、 「 ５ ９ ， ０ ０ ０ 」 を 「 ６ ２ ， ０ ０ ０ 」 に 、       

「１５，０００」を「１６，０００」に、「３６，０００」を「３７，０００」に、

「７７，０００」を「８０，０００」に改める。 

 （狭山市市民健康文化センター条例の一部改正） 

第２条 狭山市市民健康文化センター条例（平成１３年条例第１４号）の一部を次の

ように改正する。 

  第１２条第２項を削る。 

  別表第１項の表一般の欄中「３００」を「４００」に、「１５０」を「２００」

に改め、同表６５歳以上の者・小学生・中学生の欄中「１５０」を「２００」に、

「７０」を「１００」に改め、同表備考第４項を削る。 

 （狭山市立博物館条例の一部改正） 

第３条 狭山市立博物館条例（平成２年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  別表一般の項中「１５０円」を「２００円」に、「１００円」を「１５０円」に

改め、同表高校生・大学生の項中「１００円」を「１５０円」に、「６０円」を 

「１００円」に改める。 

 （狭山市立地域スポーツ施設条例の一部改正） 

第４条 狭山市立地域スポーツ施設条例（平成４年条例第２４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  別表第１第１項の表アリーナの項中「７５０」を「８５０」に、「１，５００」

を「１，７００」に、「３５０」を「４００」に改める。 
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 （狭山市駅西口駐車場条例の一部改正） 

第５条 狭山市駅西口駐車場条例（平成２１年条例第２５号）の一部を次のように改

正する。 

  別表第１項の表３０分を超え８時間までの項中「超え８時間まで」を「超える時

間」に、「３０分」を「２０分」に改め、同表８時間を超え２４時間までの項を削

り、同表備考を次のように改める。 

備考 入庫から出庫までの時間数が３０分までは、無料とする。 

別表第２項の表１時間を超え２４時間までの項及び備考第２項中「４００円」を

「５００円」に、「３００円」を「４００円」に改める。 

別表第４項第１号の表屋上階の項中「１２，０００円」を「１５，０００円」に

改め、同表その他の階の項中「１５，０００円」を「１８，０００円」に改める。 

別表第４項第２号の表自動二輪車の項中「６，０００円」を「８，０００円」に

改め、同表原動機付自転車の項中「４，０００円」を「６，０００円」に改める。 

 （狭山市都市公園条例の一部改正） 

第６条 狭山市都市公園条例（平成７年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  別表第３第７項の表を次のように改める。 

  ７ こども動物園 

区分 金額 摘要 

一般・

高校生 

当日券 ５００円 １ 年間パスポートは、交付の日から

１年が経過する日の属する月の末日

まで本人に限り有効とする。 

２ 当日券で、３０人以上の者が団体

で入園する場合は、左記の金額のそ

れぞれ１００分の８０に相当する額

とする。 

３ 中学生以下の者は、無料とする。 

年間パス

ポート 

１，５００円 

  別表第３第９項の表一般の項中「２，０００円」を「３，６００円」に、   

「１，０００円」を「１，８００円」に改め、同表高校生以下の項中「１，０００

円」を「１，８００円」に、「５００円」を「９００円」に改める。 

 （狭山市民総合体育館条例の一部改正） 

第７条 狭山市民総合体育館条例（昭和５７年条例第２４号）の一部を次のように改

正する。 

  別表第１第１項の表アリーナの項中「８５０」を「１，０００」に、     

「１，７００」を「２，０００」に、「３，４５０」を「４，０００」に、   
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「５，１５０」を「６，０００」に、「４００」を「５００」に、「２，５５０」

を「３，０００」に改める。 

別表第１第２項の表トレーニング室兼体力測定室の項中「２００」を「３００」

に、「１００」を「１５０」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）第４条、第６条（狭山市都市公園条例別表第３第９項の表の改正規定に限  

る。）及び第７条（狭山市民総合体育館条例別表第１第１項の表の改正規定に限

る。）の規定並びに附則第４項、第６項及び第７項の規定 令和７年８月１日 

（２）第５条（狭山市駅西口駐車場条例別表第４項第１号の表及び第２号の表の改正

規定に限る。）の規定及び附則第５項（狭山市駅西口駐車場条例別表第４項第１

号の表及び第２号の表に係る部分に限る。）の規定 令和７年９月１日 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の狭山市市民会館条例別表の規定は、この条例の施行

の日（以下「施行日」という。）以後の施設の利用申請に係る利用許可について適

用し、施行日前の施設の利用申請に係る利用許可については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に発行されている第２条の規定による改正前の狭山市市民

健康文化センター条例第１２条第２項に規定する前払式証票は、この条例の施行日

以後も、なおその効力を有する。 

４ 第４条の規定による改正後の狭山市立地域スポーツ施設条例別表第１第１項の表

の規定は、施行日以後の施設の利用について適用し、施行日前の施設の利用につい

ては、なお従前の例による。 

５ 第５条の規定による改正後の狭山市駅西口駐車場条例別表第１項の表、第２項の

表並びに第４項第１号の表及び第２号の表の規定は、施行日以後の施設の利用につ

いて適用し、施行日前の施設の利用については、なお従前の例による。 

６ 第６条の規定による改正後の狭山市都市公園条例別表第３第９項の表の規定は、

施行日以後の施設の利用について適用し、施行日前の施設の利用については、なお

従前の例による。 

７ 第７条の規定による改正後の狭山市民総合体育館条例別表第１第１項の表の規定

は、施行日以後の施設の利用について適用し、施行日前の施設の利用については、
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なお従前の例による。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 市民等の利用に供する公の施設の運営経費に係る受益者負担の適正化を図るため、

使用料の額を改定するとともに、所要の改正をしたいので、この案を提出するもので

ある。 
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議案第７号 

 

   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に関する条例 

 （狭山市一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正） 

第１条 次に掲げる条例の規定中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（１）狭山市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第２１号）第１８条

の２第３号及び第４号並びに第１８条の３第１項第１号及び第３項第１号 

（２）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和４５年条例第１号）

第８条第２号及び第３号並びに第９条第１項第１号及び第３項第１号 

（３）狭山市特別職職員の給与及び旅費に関する条例（昭和４５年条例第４号）第６

条第３号及び第４号並びに第７条第１項第１号及び第３項第１号 

 （狭山市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第２条 狭山市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条

例第２６号）の一部を次のように改正する。 

  第６条中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」

に改める。 

 （狭山市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例等の一部改正） 

第３条 次に掲げる条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（１）狭山市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成１４年条例第４

号）第１６条第１項及び第２項 

（２）狭山市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第２２号）附則第

５項及び第６項 

（３）狭山市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年条例第１号）第５３条か

ら第５５条まで 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法

等一部改正法」という。）の施行の日（令和７年６月１日）から施行する。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によ

ることとされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の条例の
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規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に

刑法等一部改正法第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以

下この項において「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」と

いう。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規

定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同 

じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれる

ときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする

有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例その他の規程（以下この項におい

て「条例等」という。）の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を

有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の条例等の規定の例によることとさ

れる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は

無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁

錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた

者とみなす。 

（狭山市一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正に伴う経過措置） 

５ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理

等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例（以下これらを「刑法等

一部改正法等」という。）の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定め

られている罪につき起訴をされた者は、第１条の規定による改正後の次に掲げる条

例の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみ

なす。 

（１）狭山市一般職の職員の給与に関する条例第１８条の３第１項（第１号に係る部

分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。） 

（２）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例第９条第１項（第１号に係

る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。） 

（３）狭山市特別職職員の給与及び旅費に関する条例第７条第１項（第１号に係る部

分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。） 

（経過措置の規則への委任） 

６ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い

必要な経過措置は、規則で定める。 
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  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係する条例について所要の改正をす

るとともに、経過措置の規定を設け、併せて条文の整備をしたいので、この案を提出

するものである。 
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議案第８号 

 

   狭山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

 狭山市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第１６号）の一

部を次のように改正する。 

 第８条の２第２項及び第４項中「３歳に満たない」を「小学校就学の始期に達する

までの」に改める。 

 第１４条第２項第１９号中「中学校就学の始期に達するまで」を「義務教育終了 

前」に、「看護」を「看護等」に、「又は」を「、」に、「を行うこと」を「又は学

校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定による学校の休業その他こ

れに準ずるものとして規則で定める事由に伴うその子の世話を行うこと、その子の教

育又は保育に係る行事のうち規則で定めるものへの参加をすることその他規則で定め

るもの」に、「５日」を「７日」に改める。 

 第１５条第１項中「定める者」の次に「（第１７条の２第１項において「配偶者 

等」という。）」を加える。 

 第１７条の次に次の２条を加える。 

 （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に 

至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制

度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その

他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条に

おいて「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の

措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度において、

前項に規定する事項を知らせなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにす

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

（２）介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

（３）その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

   附 則 
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 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 職員の仕事と育児等の両立を支援するため、育児を行う職員の時間外勤務の制限の

対象となる子の範囲を見直し、及び子の看護に係る特別休暇の規定を改めるとともに、

所要の改正をしたいので、この案を提出するものである。 
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議案第９号 

 

   狭山市事務手数料条例の一部を改正する条例 

 狭山市事務手数料条例（昭和５１年条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 別表１の項、１７の項及び２２の項中「２００円」を「３００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 行政サービスに要する事務経費に係る受益者負担の適正化を図るため、納税証明書

等の窓口交付に係る手数料の額を改定したいので、この案を提出するものである。 
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議案第１０号 

 

   狭山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 狭山市国民健康保険税条例（昭和２９年条例第３３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第３項ただし書及び第１９条第１項中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条第３項及び第１９条第１項の規定は、令和７年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 国民健康保険の安定した財政運営を図るため、国民健康保険税の賦課限度額を改定

したいので、この案を提出するものである。 
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議案第１１号 

 

   狭山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

 狭山市自転車駐車場条例（平成２１年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 第５条ただし書中「カード式回数券（電磁的方法により一時利用をすることができ

る回数が記録されている券をいう。以下同じ。）及び」を削り、「これら」を「当該

定期券」に改める。 

 第６条第１項ただし書中「カード式回数券及び」を削り、「これら」を「当該定期

券」に改める。 

 別表中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正前の第５条及び第６条第１項の規定により購入され

ているカード式回数券（電磁的方法により一時利用をすることができる回数が記録

されている券をいう。）は、この条例の施行の日以後も、なおその効力を有する。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 狭山市駅西口第１自転車駐車場及び狭山市駅西口第２自転車駐車場において使用で

きるカード式回数券を廃止したいので、この案を提出するものである。 
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議案第１２号 

 

   狭山市産業労働センター条例の一部を改正する条例 

 狭山市産業労働センター条例（平成２１年条例第１５号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第５号中「産業・観光情報サテライト、」を削る。 

 別表中第１項を削り、第２項を第１項とし、第３項から第５項までを１項ずつ繰り

上げる。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 狭山市産業労働センターの産業・観光情報サテライトを廃止したいので、この案を

提出するものである。 



- 26 - 

 

議案第１３号 

 

   狭山市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

 狭山市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１８年条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表第１の１の項中「次項」の次に「及び別表第１の３の項」を加え、同項第１号

中「建築物の」を削り、「「床面積」という」を「同じ」に、「７，０００円」を 

「８，０００円」に改め、同項第２号中「床面積」の次に「の合計」を加え、   

「１４，０００円」を「２０，０００円」に改め、同項第３号中「床面積」の次に 

「の合計」を加え、「２４，０００円」を「３４，０００円」に改め、同項第４号中

「床面積」の次に「の合計」を加え、「５００平方メートル」を「３００平方メート

ル」に、「３１，０００円」を「３６，０００円」に改め、同項第９号中「床面積」

の次に「の合計」を加え、同号を同項第１０号とし、同項第８号中「床面積」の次に

「の合計」を加え、同号を同項第９号とし、同項第７号中「床面積」の次に「の合 

計」を加え、同号を同項第８号とし、同項第６号中「床面積」の次に「の合計」を加

え、同号を同項第７号とし、同項第５号中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号

を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

（５）床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  

３９，０００円 

 別表第１中１３の項を１５の項とし、１０の項から１２の項までを２項ずつ繰り下

げ、同表９の項第１号中「建築物の」を削り、「「床面積」という」を「同じ」に改

め、同項第２号及び第３号中「床面積」の次に「の合計」を加え、同項第４号中「床

面積」の次に「の合計」を加え、「５００平方メートル」を「３００平方メートル」

に、「３１，０００円」を「２７，０００円」に改め、同項第９号中「床面積」の次

に「の合計」を加え、同号を同項第１０号とし、同項第８号中「床面積」の次に「の

合計」を加え、同号を同項第９号とし、同項第７号中「床面積」の次に「の合計」を

加え、同号を同項第８号とし、同項第６号中「床面積」の次に「の合計」を加え、同

号を同項第７号とし、同項第５号中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号を同項

第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

（５）床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  

３３，０００円 

 別表第１中９の項を１１の項とし、８の項を１０の項とし、７の項を９の項とし、
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６の項を７の項とし、同項の次に次のように加える。 

8 法第７条第１項又は第１８

条第２０項の規定に基づく

建築物に関する完了検査 

（建築物省エネ法第１１条

第１項又は第１２条第２項

の規定に基づく特定建築行

為の場合に限る。） 

要確認特定建築

行為又は要通知

特定建築行為に

係る建築物に関

する完了検査手

数料 

別表第１の６の項の区分に

従い、それぞれ当該手数料

の額（昇降機を含む建築物

については、同項の区分に

従い、それぞれ当該手数料

の額に前項の区分に従い、

同項各号に定める額を加算

した額）に、申請に係る特

定建築行為を行おうとする

一の建築物ごとに次に掲げ

る区分に応じ当該各号に定

める額を加算した額 

（１）床面積の合計（市長

が別に定める算定方法

により算定したものを

いう。以下この項にお

いて同じ。）が 30 平

方メートル以内のもの 

3,000 円 

（２）床面積の合計が 30

平方メートルを超え 

100 平方メートル以内

のもの 

5,000 円 

（３）床面積の合計が 100

平方メートルを超え

200 平方メートル以内

のもの 

6,000 円 

（４）床面積の合計が 200

平方メートルを超え

300 平方メートル以内

のもの 

7,000 円 

（５）床面積の合計が 300

平方メートルを超え

500 平方メートル以内

のもの 

8,000 円 

（６）床面積の合計が 500

平方メートルを超え

1,000 平方メートル以

内のもの 

11,000 円 
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   （ ７ ） 床 面 積 の 合 計 が

1,000 平方メートルを  

超え 2,000 平方メート

ル以内のもの 

16,000 円 

（ ８ ） 床 面 積 の 合 計 が

2,000 平方メートルを

超え 10,000 平方メー

トル以内のもの 

41,000 円 

（ ９ ） 床 面 積 の 合 計 が

10,000 平方メートル

を 超 え 50,000 平 方 

メートル以内のもの 

66,000 円 

（１０）床面積の合計が

50,000 平方メートル

を超えるもの 

133,000 円 

 別表第１の５の項中「次項に」を「次項及び別表第１の８の項に」に改め、同項第

１号中「別表第１の７の項」を「別表第１の９の項」に改め、同号ア中「建築物の床

面積」を「床面積の合計」に、「「床面積」という。）の合計」を「同じ。）」に改

め、同号イ及びウ中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号エ中「床面積」の次に

「の合計」を加え、「５００平方メートル」を「３００平方メートル」に、    

「３３，０００円」を「２８，０００円」に改め、同号ケ中「床面積」の次に「の合

計」を加え、同号中ケをコとし、同号ク中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号

中クをケとし、同号キ中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号中キをクとし、同

号カ中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号中カをキとし、同号オ中「床面積」

の次に「の合計」を加え、同号中オをカとし、エの次に次のように加える。 

  オ 床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  

   ３６，０００円 

 別表第１の５の項第２号ア中「１４，０００円」を「１５，０００円」に改め、同

号イ中「床面積」の次に「の合計」を加え、「１７，０００円」を「２４，０００ 

円」に改め、同号ウ中「床面積」の次に「の合計」を加え、「２４，０００円」を 

「３４，０００円」に改め、同号エ中「床面積」の次に「の合計」を加え、「５００

平方メートル」を「３００平方メートル」に、「３５，０００円」を「３７，０００

円」に改め、同号ケ中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号中ケをコとし、同号
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ク中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号中クをケとし、同号キ中「床面積」の

次に「の合計」を加え、同号中キをクとし、同号カ中「床面積」の次に「の合計」を

加え、同号中カをキとし、同号オ中「床面積」の次に「の合計」を加え、同号中オを

カとし、エの次に次のように加える。 

  オ 床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  

   ４２，０００円 

 別表第１中５の項を６の項とし、４の項を５の項とし、３の項を４の項とし、２の

項の次に次のように加える。 

3 法第６条第１項の規定に基

づく建築物に関する確認の

申請又は法第１８条第２項

の規定に基づく建築物に関

する計画の通知に対する審

査（建築物省エネ法第１１

条第１項ただし書（同条第

２項において準用する場合

を含む。）又は第１２条第

２項ただし書（同条第３項

において準用する場合を含

む。）に規定する特定建築

行為の場合に限る。） 

建 築 物 エ ネ ル 

ギー消費性能適

合性判定を行う

ことが比較的容

易な特定建築行

為に関する確認

申請又は計画通

知手数料 

申請に係る特定建築行為を

行おうとする一の建築物ご

とに次に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

（１）建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関

する法律施行規則（平

成２８年国土交通省令

第５号）第２条第１項

第１号イ又はロに定め

る基準に適合するもの

（次号に掲げるものを

除く。） 別表第１の

１の項の区分に従い、

それぞれ当該手数料の

額（昇降機を含む建築

物については、前項の

区分に従い、同項各号

に定める額）に、次に

掲げる区分に応じそれ

ぞれに定める額を加算

した額 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

14,000 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

16,000 円 

  イ 住宅用途を含む建 
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   築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

27,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

43,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

68,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

88,000 円 

（２）建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関

する法律施行規則第２

条第１項第１号イ又は

ロに定める基準に適合

するもの（建築物省エ

ネ法第１１条第２項及

び第１２条第３項の規

定に基づくものに限 

る。） 別表第１の１

の項の区分に従い、そ

れぞれ当該手数料の額

（昇降機を含む建築物

については、前項の区

分に従い、同項各号に

定める額）に、次に掲

げる区分に応じそれぞ

れに定める額を加算し

た額 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 
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     （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

7,000 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

8,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

13,500 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

21,500 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

34,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

44,000 円 

 別表第２の４８の項中「次の第２号」の次に「又は第３号」を加え、「同号」を 

「当該各号」に改め、同項第１号ア中「の床面積」の次に「の合計」を加え、「の合

計をいう」を「をいう」に、「この号」を「この項」に、「７，０００円」を   

「８，０００円」に改め、同号イ中「１４，０００円」を「２０，０００円」に改め、

同号ウ中「２４，０００円」を「３４，０００円」に改め、同号エ中「５００平方 

メートル」を「３００平方メートル」に、「３１，０００円」を「３６，０００円」

に改め、同号中ケをコとし、オからクまでをカからケまでとし、エの次に次のように

加える。 

  オ 床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  
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   ３９，０００円 

 別表第２の４８の項に次の１号を加える。 

（３）建築物省エネ法第１１条第１項ただし書（同条第２項において準用する場合を

含む。）又は第１２条第２項ただし書（同条第３項において準用する場合を含 

む。）に規定する特定建築行為の場合 申請に係る特定建築行為を行おうとする

一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第

１号イ又はロに定める基準に適合するもの（イに掲げるものを除く。） 

  （ア）１戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

    ａ 床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １４，０００円 

    ｂ 床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １６，０００円 

  （イ）住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定め

る額 

    ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ２７，０００円 

    ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の

もの ４３，０００円 

    ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの ６８，０００円 

    ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ８８，０００円 

  イ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第

１号イ又はロに定める基準に適合するもの（建築物省エネ法第１１条第２項及

び第１２条第３項の規定に基づくものに限る。） 

  （ア）１戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

    ａ 床面積の合計が２００平方メートル未満のもの ７，０００円 

    ｂ 床面積の合計が２００平方メートル以上のもの ８，０００円 

  （イ）住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定め

る額 

    ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの １３，５００円 

    ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の

もの ２１，５００円 

    ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの ３４，０００円 
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    ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ４４，０００円 

 別表第２の５０の項中「別表第２の４８の項第２号」を「同表４８の項第２号又は

第３号」に、「同号」を「当該各号」に改める。 

 別表第２の５３の項中「次に掲げる額」を「一の建築物ごとに次に掲げる額」に改

め、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加え

る。 

（４）第１号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条

第２号イ（１）及びロ（２）又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準に適合

するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの ２９，０００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの ３３，０００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ５９，０００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の １００，０００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの １７５，０００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ２５６，０００円 

 別表第２の５４の項中「第２号」の次に「又は第３号」を加え、「同号」を「当該

各号」に改め、同項第１号ア中「床面積」の次に「の合計」を加え、「の合計」を削

り、「７，０００円」を「８，０００円」に改め、同号イ中「１４，０００円」を 

「２０，０００円」に改め、同号ウ中「２４，０００円」を「３４，０００円」に改

め、同号エ中「５００平方メートル」を「３００平方メートル」に、「３１，０００

円」を「３６，０００円」に改め、同号中ケをコとし、オからクまでをカからケまで

とし、エの次に次のように加える。 

  オ 床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  

   ３９，０００円 

 別表第２の５４の項に次の１号を加える。 

（３）建築物省エネ法第１１条第１項ただし書（同条第２項において準用する場合を

含む。）又は第１２条第２項ただし書（同条第３項において準用する場合を含 
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む。）に規定する特定建築行為の場合 申請に係る特定建築行為を行おうとする

一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第

１号イ又はロに定める基準に適合するもの（イに掲げるものを除く。） 

  （ア）１戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

    ａ 床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １４，０００円 

    ｂ 床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １６，０００円 

  （イ）住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定め

る額 

    ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ２７，０００円 

    ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の

もの ４３，０００円 

    ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの ６８，０００円 

    ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ８８，０００円 

  イ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第

１号イ又はロに定める基準に適合するもの（建築物省エネ法第１１条第２項及

び第１２条第３項の規定に基づくものに限る。） 

  （ア）１戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

    ａ 床面積の合計が２００平方メートル未満のもの ７，０００円 

    ｂ 床面積の合計が２００平方メートル以上のもの ８，０００円 

  （イ）住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定め

る額 

    ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの １３，５００円 

    ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の

もの ２１，５００円 

    ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの ３４，０００円 

    ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ４４，０００円 

 別表第２の５５の項中「次に掲げる額」を「一の建築物ごとに次に掲げる額」に改

め、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加え

る。 
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（４）第１号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条

第２号イ（１）及びロ（２）又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準に適合

するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １４，５００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １６，５００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ２９，５００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の ５０，０００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの ８７，５００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの １２８，０００円 

 別表第２の５６の項中「別表第２の５４の項手数料の金額の欄第１号」を「別表第

２の５４の項第１号」に、「別表第２の５４の項手数料の金額の欄第２号」を「同表

５４の項第２号又は第３号」に、「同号」を「当該各号」に改め、同表５７の項を次

のように改める。 

57 建築物省エネ法第１１条第

１項又は第１２条第２項の

規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能適合性判定 

建 築 物 エ ネ ル 

ギー消費性能適

合性判定手数料 

申請に係る特定建築行為を

行おうとする一の建築物ご

とに次に掲げる額を合算し

て得た金額 

（１）建築物省エネ法第 

２９条第３項に規定す

る他の建築物につい 

て、当該建築物が記載

された同条第１項に規

定する建築物エネル 

ギー消費性能向上計画

が建築物省エネ法第 

３０条第１項の認定又

は建築物省エネ法第 

３１条第１項の変更の

認定を受けたことを示

す書類が提出された場

合 

  ア １戸建の住宅 
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   5,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計 

（市長が別に定め

る建築物について

は、共用部分の床

面積を除く。以下

このイ、次号イ及

び第４号イ、次項

第１号イ、第２号

イ及び第４号イ並

び に 別 表 第 ２ の 

６ ２ の 項 第 １ 号 

イ、第２号イ及び

第４号イにおいて

同じ。）が 300 平

方メートル未満の

もの 

11,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

23,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

52,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

94,000 円 

  ウ 非住宅用途を含む

建築物の非住宅部分 

    次に掲げる区分に

応じそれぞれに定め

る額 

  （ア）床面積の合計 

（市長が別に定め 
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   る算定方法により

算定したものをい

う。以下このウ、

第５号及び第６号

において同じ。）

が 300 平方メート

ル未満のもの 

11,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 1,000 平方 

メートル未満のも

の 

19,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

1,000 平方メート

ル以上 2,000 平方

メートル未満のも

の 

31,000 円 

  （エ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

94,000 円 

  （オ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上 10,000 平

方メートル未満の

もの 

149,000 円 

  （カ）床面積の合計が

10,000 平方メ ー

トル以上 25,000

平方メートル未満

のもの 

188,000 円 

  （キ）床面積の合計が

25,000 平方メ ー

トル以上のもの 

235,000 円 

（２）前号以外の場合で、

建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省
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令第１条第１項第２号

イ（１）及びロ（１）

に定める基準に適合す

るもの 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

40,000 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

44,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

80,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

135,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

230,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

330,000 円 

（３）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

２号イ（２）及びロ 

（２）に定める基準に
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適合するもの 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

20,000 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

22,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

38,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

66,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

121,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

183,000 円 

（４）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

２号イ（１）及びロ 

（ ２ ） 又 は 同 号 イ  

（２）及びロ（１）に

定める基準に適合する

もの 
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  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

29,000 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

33,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

59,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

100,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

175,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

256,000 円 

（５）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

１号イに定める基準に

適合するもの 次に掲

げる区分に応じそれぞ

れに定める額 

  ア  床面積の合計が

300 平方メートル未 
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   満のもの 

267,000 円 

  イ  床面積の合計が

300 平方メートル以

上 1,000 平方メート

ル未満のもの 

334,000 円 

  ウ  床面積の合計が

1,000 平方メートル

以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 

432,000 円 

  エ  床面積の合計が

2,000 平方メートル

以上 5,000 平方メー

トル未満のもの 

616,000 円 

  オ  床面積の合計が

5,000 平方メートル

以 上 10,000 平 方 

メートル未満のもの 

759,000 円 

  カ  床面積の合計が

10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方

メートル未満のもの 

898,000 円 

  キ  床面積の合計が

25,000 平方メート

ル以上のもの 

1,024,000 円 

（６）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

１号ロに定める基準に

適合するもの 次に掲

げる区分に応じそれぞ

れに定める額 

  ア  床面積の合計が

300 平方メートル未

満のもの 

102,000 円 

  イ  床面積の合計が

300 平方メートル以 
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   上 1,000 平方メート

ル未満のもの 

130,000 円 

  ウ  床面積の合計が

1,000 平方メートル

以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 

171,000 円 

  エ  床面積の合計が

2,000 平方メートル

以上 5,000 平方メー

トル未満のもの 

277,000 円 

  オ  床面積の合計が

5,000 平方メートル

以 上 10,000 平 方 

メートル未満のもの 

362,000 円 

  カ  床面積の合計が

10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方

メートル未満のもの 

435,000 円 

  キ  床面積の合計が

25,000 平方メート

ル以上のもの 

510,000 円 

 別表第２の５７の項の次に次のように加える。 

57

の

2 

建築物省エネ法第１１条第

２項又は第１２条第３項の

規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能適合性判定 

計画の変更に係

る建築物エネル

ギー消費性能適

合性判定手数料 

申請に係る特定建築行為を

行おうとする一の建築物ご

とに次に掲げる額を合算し

て得た金額 

（１）建築物省エネ法第 

２９条第３項に規定す

る他の建築物につい 

て、当該建築物が記載

された同条第１項に規

定する建築物エネル 

ギー消費性能向上計画

が建築物省エネ法第 

３０条第１項の認定又

は建築物省エネ法第 

３１条第１項の変更の

認定を受けたことを示

す書類が提出された場 
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     合 

  ア １戸建の住宅 

2,500 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

5,500 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

11,500 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

26,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

47,000 円 

  ウ 非住宅用途を含む

建築物の非住宅部分 

    次に掲げる区分に

応じそれぞれに定め

る額 

  （ア）床面積の合計 

（市長が別に定め

る算定方法により

算定したものをい

う。以下このウ、

第５号及び第６号

において同じ。）

が 300 平方メート

ル未満のもの 

5,500 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 1,000 平方 
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メートル未満のも

の 

9,500 円 

  （ウ）床面積の合計が

1,000 平方メート

ル以上 2,000 平方

メートル未満のも

の 

15,500 円 

  （エ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

47,000 円 

  （オ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上 10,000 平

方メートル未満の

もの 

74,500 円 

  （カ）床面積の合計が

10,000 平方メ ー

トル以上 25,000

平方メートル未満

のもの 

94,000 円 

  （キ）床面積の合計が

25,000 平方メ ー

トル以上のもの 

117,500 円 

（２）前号以外の場合で、

建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省

令第１条第１項第２号

イ（１）及びロ（１）

に定める基準に適合す

るもの 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

20,000 円 
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  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

22,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

40,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

67,500 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

115,000 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

165,000 円 

（３）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

２号イ（２）及びロ 

（２）に定める基準に

適合するもの 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

10,000 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 
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11,000 円 

  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

19,000 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

33,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

60,500 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

91,500 円 

（４）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

２号イ（１）及びロ 

（ ２ ） 又 は 同 号 イ  

（２）及びロ（１）に

定める基準に適合する

もの 

  ア １戸建の住宅 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

200 平方メートル

未満のもの 

14,500 円 

  （イ）床面積の合計が

200 平方メートル

以上のもの 

16,500 円 
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  イ 住宅用途を含む建

築物の住宅部分 次

に掲げる区分に応じ

それぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が

300 平方メートル

未満のもの 

29,500 円 

  （イ）床面積の合計が

300 平方メートル

以上 2,000 平方 

メートル未満のも

の 

50,000 円 

  （ウ）床面積の合計が

2,000 平方メート

ル以上 5,000 平方

メートル未満のも

の 

87,500 円 

  （エ）床面積の合計が

5,000 平方メート

ル以上のもの 

128,000 円 

（５）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

１号イに定める基準に

適合するもの 次に掲

げる区分に応じそれぞ

れに定める額 

  ア  床面積の合計が

300 平方メートル未

満のもの 

133,500 円 

  イ  床面積の合計が

300 平方メートル以

上 1,000 平方メート

ル未満のもの 

167,000 円 

  ウ  床面積の合計が

1,000 平方メートル

以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 
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   216,000 円 

  エ  床面積の合計が

2,000 平方メートル 

以上 5,000 平方メー

トル未満のもの 

308,000 円 

  オ  床面積の合計が

5,000 平方メートル

以 上 10,000 平 方 

メートル未満のもの 

379,500 円 

  カ  床面積の合計が

10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方

メートル未満のもの 

449,000 円 

  キ  床面積の合計が

25,000 平方メート

ル以上のもの 

512,000 円 

（６）第１号以外の場合 

で、建築物エネルギー

消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第

１号ロに定める基準に

適合するもの 次に掲

げる区分に応じそれぞ

れに定める額 

  ア  床面積の合計が

300 平方メートル未

満のもの 

51,000 円 

  イ  床面積の合計が

300 平方メートル以

上 1,000 平方メート

ル未満のもの 

65,000 円 

  ウ  床面積の合計が

1,000 平方メートル

以上 2,000 平方メー

トル未満のもの 

85,500 円 

  エ  床面積の合計が

2,000 平方メートル

以上 5,000 平方メー 
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   トル未満のもの 

138,500 円 

  オ  床面積の合計が

5,000 平方メートル

以 上 10,000 平 方 

メートル未満のもの 

181,000 円 

  カ  床面積の合計が

10,000 平方メート

ル以上 25,000 平方

メートル未満のもの 

217,500 円 

  キ  床面積の合計が

25,000 平方メート

ル以上のもの 

255,000 円 

 別表第２の５８の項中「第３４条第１項」を「第２９条第１項」に改め、同項第１

号中「第３５条第１項各号」を「第３０条第１項各号」に改め、同号イ（ア）中「建

築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１３条第３項第２号の規定により誘導

設計一次エネルギー消費量を算出した」を「市長が別に定める」に改め、「次号イ」

の次に「及び第４号イ」を加え、「及び第２号イ」を「、第２号イ及び第４号イ」に

改め、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加

える。 

（４）第１号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条

第２号イ（１）及びロ（２）又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準に適合

するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの ２９，０００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの ３３，０００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ５９，０００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の １００，０００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの １７５，０００円 
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  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ２５６，０００円 

 別表第２の５９の項中「第３４条第１項」を「第２９条第１項」に、「第３５条第

２項」を「第３０条第２項」に改め、「第２号」の次に「又は第３号」を加え、「同

号」を「当該各号」に改め、同項第１号ア中「床面積」の次に「の合計」を加え、 

「の合計」を削り、「７，０００円」を「８，０００円」に改め、同号イ中    

「１４，０００円」を「２０，０００円」に改め、同号ウ中「２４，０００円」を 

「３４，０００円」に改め、同号エ中「５００平方メートル」を「３００平方メート

ル」に、「３１，０００円」を「３６，０００円」に改め、同号中ケをコとし、オか

らクまでをカからケまでとし、エの次に次のように加える。 

  オ 床面積の合計が３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のもの  

   ３９，０００円 

 別表第２の５９の項に次の１号を加える。 

（３）建築物省エネ法第１１条第１項ただし書（同条第２項において準用する場合を

含む。）又は第１２条第２項ただし書（同条第３項において準用する場合を含 

む。）に規定する特定建築行為の場合 申請に係る特定建築行為を行おうとする

一の建築物ごとに次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第

１号イ又はロに定める基準に適合するもの（イに掲げるものを除く。） 

  （ア）１戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

    ａ 床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １４，０００円 

    ｂ 床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １６，０００円 

  （イ）住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定め

る額 

    ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ２７，０００円 

    ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の

もの ４３，０００円 

    ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの ６８，０００円 

    ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ８８，０００円 

  イ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第

１号イ又はロに定める基準に適合するもの（建築物省エネ法第１１条第２項及

び第１２条第３項の規定に基づくものに限る。） 
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  （ア）１戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

    ａ 床面積の合計が２００平方メートル未満のもの ７，０００円 

    ｂ 床面積の合計が２００平方メートル以上のもの ８，０００円 

  （イ）住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定め

る額 

    ａ 床面積の合計が３００平方メートル未満のもの １３，５００円 

    ｂ 床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満の

もの ２１，５００円 

    ｃ 床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの ３４，０００円 

    ｄ 床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ４４，０００円 

 別表第２の６０の項中「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に、「別表第２の

５８の項手数料の金額の欄」を「別表第２の５８の項」に改め、同項第１号中「第 

３５条第１項各号」を「第３０条第１項各号」に改め、同項中第５号を第６号とし、

第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

（４）第１号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条

第２号イ（１）及びロ（２）又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準に適合

するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １４，５００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １６，５００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ２９，５００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の ５０，０００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの ８７，５００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの １２８，０００円 

 別表第２の６１の項中「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に、「第３５条第

２項」を「第３０条第２項」に、「別表第２の５９の項手数料の金額の欄第１号」を

「別表第２の５９の項第１号」に、「別表第２の５９の項手数料の金額の欄第２号」
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を「同表５９の項第２号又は第３号」に、「同号」を「当該各号」に改め、同表６２

の項を削り、同表６３の項中「（平成２８年国土交通省令第５号）第１１条」を「第

１３条」に、 

「               を「               に改め、同 

（１）建築物省エネ法第  申請に係る特定建築行為を 

 」 行おうとする一の建築物ご

とに次に掲げる額を合算し

て得た金額 

（１）建築物省エネ法第 

                                」 

項第１号中「第３４条第３項」を「第２９条第３項」に、「第３５条第１項」を「第

３０条第１項」に、「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に改め、同号アからウ

までを次のように改める。 

  ア １戸建の住宅 ２，５００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ５，５００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の １１，５００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの ２６，０００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ４７，０００円 

  ウ 非住宅用途を含む建築物の非住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定

める額 

  （ア）床面積の合計（市長が別に定める算定方法により算定したものをいう。以

下このウ、第５号及び第６号において同じ。）が３００平方メートル未満の

もの ５，５００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のも

の ９，５００円 

  （ウ）床面積の合計が１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満

のもの １５，５００円 

  （エ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの ４７，０００円 



- 53 - 

 

  （オ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未

満のもの ７４，５００円 

  （カ）床面積の合計が１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル

未満のもの ９４，０００円 

  （キ）床面積の合計が２５，０００平方メートル以上のもの １１７，５００円 

 別表第２の６３の項第１号エからキまでを削り、同項中第３号を第６号とし、同項

第２号中「前号」を「第１号」に改め、同号を同項第５号とし、同項第１号の次に次

の３号を加える。 

（２）前号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１

項第２号イ（１）及びロ（１）に定める基準に適合するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの ２０，０００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの ２２，０００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ４０，０００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の ６７，５００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの １１５，０００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの １６５，０００円 

（３）第１号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第

１項第２号イ（２）及びロ（２）に定める基準に適合するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １０，０００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １１，０００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの １９，０００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の ３３，０００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満
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のもの ６０，５００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの ９１，５００円 

（４）第１号以外の場合で、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第

１項第２号イ（１）及びロ（２）又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準に

適合するもの 

  ア １戸建の住宅 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める額 

  （ア）床面積の合計が２００平方メートル未満のもの １４，５００円 

  （イ）床面積の合計が２００平方メートル以上のもの １６，５００円 

  イ 住宅用途を含む建築物の住宅部分 次に掲げる区分に応じそれぞれに定める

額 

  （ア）床面積の合計が３００平方メートル未満のもの ２９，５００円 

  （イ）床面積の合計が３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のも

の ５０，０００円 

  （ウ）床面積の合計が２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満

のもの ８７，５００円 

  （エ）床面積の合計が５，０００平方メートル以上のもの １２８，０００円 

 別表第２中６３の項を６２の項とする。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 建築基準法及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の改正に伴い、

新たな手数料を定めるとともに、所要の改正をしたいので、この案を提出するもので

ある。 
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議案第１４号 

 

   狭山市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する

条例 

 狭山市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条例第 

２６号）の一部を次のように改正する。 

 別表を次のように改める。 
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別表（第２条関係） 

退職報償金支給額表 

                                   （単位 円） 

階級 勤務年数 

５年以上

10年未満 

10年以上

15年未満 

15年以上

20年未満 

20年以上

25年未満 

25年以上

30年未満 

30年以上

35年未満 

35年以上 

団長 239,000 344,000 459,000 594,000 779,000 979,000 1,079,000 

副団長 229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 1,009,000 

分団長 219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 949,000 

副分団

長 

214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 909,000 

部長及

び班長 

204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 834,000 

団員 200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 789,000 
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   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に退職した非常勤消防団員につ

いて適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例による。 

 

 

  令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 

 

 

 

提案理由 

 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正に鑑み、退職報償

金の勤務年数の区分に新たな区分を追加したいので、この案を提出するものである。 
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議案第１５号 

 

令和６年度狭山市一般会計補正予算（第８号） 

 

 

補正予算別冊のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 
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議案第１６号 

 

令和６年度狭山市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

補正予算別冊のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 
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議案第１７号 

 

令和６年度狭山市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

補正予算別冊のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 



   
 

 
 
 
  
  

 
 

 
  

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 



                     
                  

                  
                   

                    

 

 



              
             

                       
                        

                   
                    

                
      

                    

 

 

 

 



- 61 - 

 

議案第１８号 

 

令和６年度狭山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 

補正予算別冊のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年２月２１日提出 

 

         狭山市長 小谷野  剛 



   
 

 
 
 
 

 
  

 
 

 
  

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



              
               

                  

 



            
             

                  
                   

                  

 

 



       
 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 
 
 
  
  

  
  

 
 

 
  

 
 

  
  

 
 

  
 

 



   
  
   
  
  
   

  
  
  
   

  
  

  
   

  
  

   
  

   
  

  
   

  
   

   
  

 
   

  
  

  
   

 
  

 

          
          

       

         
       

       
       

         
       

         
       

       
         

       
         

      
       

      
      

     
         

     
         

       
       

       
       

       
       

       
       

       
       

       
       

         

       

         
         

      
      

      
         

      
       

      
       

       
         

         
     

      

      

       

   

       

       
       

       
      

         

       

      

       
          

         



  
  

  
  
   
  
   
  
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

  
 
 

              
              

                
                  

                
                
              
             
                

          
          
          
         

     
         
         
         

      
      

       
       
       
       

         
       

         
         

       

         
         

       
         
         



    

                   

 
  

 
 

 
  
  

 

 
  

 
 

 
 

  
  

 

 
 

  
  

 

 
  
  

 

 
  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



     

       

        
 

 
 

  

 

 

 
 

      
 
 

 
 

 

 
 

       
 

 
 

  

 
 
 

                  

                    

                   

                   

 
 

                   

                   

                   

                  

                   

                   

 
 

                  

                   

                   

            

 



       
 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 
 
 
  
  

  
  

 
  

 
 

  
 

 
 
 
 
 
 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

   
      

          

      
      

 

      
 
 

   
         
         

          
          

   

         
      
      

         



 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

       
      
      

   
   
   

          
         
         

   
      
      

  
         
         

       
       

 
 

       
       

   
   

      
      

          

     
     

      
      

 



       
 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 
 
 
  
  

  
  

 
 

 
  

 
 

 
 

  
 

 



 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

          

 
   

 

 
   

 

         
       

 

   
   

         

      
         
         

       
         
         

         
         
         

         



 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
    

          

      
     

      

   
     
     

      
      

   

       
       
       

       
      
      

          
          

      

      
     

       

       



     

                   

 
 
 

 
 
 

 



       
 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 
 
 
  
  

  
  

 
 



 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

         

 
     

         
       
       

 
         

   
     

 

 



 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

         

 
     
     

         
     
     

      
     

         

      



       
 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







       
 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

    






